


アジア通貨危機の遺産

　今、日本のタイド・エイド（ヒ
モ付き援助）である円借款の「本
邦技術活用条件」（STEP）の在
り方が、問われている。
　STEPとは、SPECIALTERMS 
forECONOMICPARTNERSHIP
の頭文字をとった略称だ。「経済
的パートナーのための特別措置」
を意味しており、1997年のアジ
ア通貨危機における日本政府の対
策の一つとして打ち出された。実
際は、優れた日本の技術の活用を
条件にした円借款協力を意味して
いる。
　ところが最近、STEP適用案件
への日本企業の入札不調が続いて
いる。このままではこの制度の健
全な運用が難しくなるとの声が高
まっており、STEPは「大改革か
それとも廃止か」の分岐点に立た
されているようだ。
　STEPの歴史は、アジア通貨危
機が起きた際、日本政府がアジア
諸国の経済構造改革を支援するた
めにSTEPの前身となるいわゆる

「特別円借款」を実施したことに
始まる。
　1998年12月16日の政府発表に
よると、（１）1999年から３年
間で6,000億円（金利１％）、
（２）総事業費の85％まで融資
対象にする、（３）調達条件は原
則として主契約は日本タイド、
（４）原産地ルールでは円借款融
資額の50％未満は日本以外を原
産とする資機材・サービスの調達
を認める（現在は30％が日本原
産）、（５）対象国は通貨危機の
影響を受けているアジア諸国であ
ること、（６）対象分野は①よき
流動率化を目指して道路、港湾空
港、橋梁、鉄道分野、②生産基盤
の強化として発電、灌漑、天然ガ
ス、パイプライン、上水道、③大
規模災害対策など。
　これまでヒモ付き援助を強く要
望してきたわが国経済界にとって
は待望の制度だった。ところが最
近は、経済界に何か異変が起こっ
たのか、STEP適用案件の入札企
業は激減しており、一社入札が目
立ち始め、入札の競争条件が崩壊

しつつある。このままでは公正な
入札条件が失われるのではないか
と将来が危惧される。

利益に固執する企業

　円借款対象国は、STEPと言え
ば、日本の優れた技術やノウハウ
がインフラ建設に投入されると考
えているはずである。しかも入札
競争で選び抜かれた一流の技術が
投入されるだろうと期待している。
だから、ヒモ付きの援助であって
もSTEPを容認しているのだと思
う。ところが、一社入札が増える
と、技術的競争条件は弱まる。落
札価格にも競争原理が働かなくな
るので、借り手にとっては“高く
つく円借款”というイメージが深
まり、ひいてはわが国ODA全体
への評価を悪くする恐れもある。
　そうした状況であるにも関わら
ず、最近の日本企業は一社入札の
せいなのか、あるいは海外事業を
過度に警戒してそのリスクを事前
に防ごうとしているのか、一言で
言うと「ボロ儲けできるならば応
札してもよい」という態度が目立

つようになったと聞く。関係者に
よれば、定められたコストの中の
本社経費８％を、安全対策への経
費も含めて14％にまで引き上げ
る企業も現れる始末だ。ちなみに、
政府の定める公共事業などでの一
般管理費は、2018年12月現在で
7.4％である。こうした「ボロ儲
けしよう」という意識は、下請け
のサブコントラクターにも波及し
ており、かなり信用のある韓国や
中国の企業がコンクリートの単価
を相場の倍ぐらいに膨らませてく
ることもあると言う。

「日本原産30％」にも限界

　ただ、企業の意識だけでなく、
STEPは「日本原産を30％確保す
る」という条件自体が、限界に達
しているようである。たとえば、
現在進行中のエジプト・カイロの
地下鉄事業を見ると、STEPが始
まった20年前に比べるとその輸
送コストは一気に跳ね上がってお
り、受注企業の採算を悪化させて
いる。今やSTEPの実施範囲が東
南アジアの近場だけでなく西アジ
アや中東へと拡大しており、最近
ではインドやトルコもSTEPを要
請する可能性が出てきている。実
施地域が広がり、遠方になればな
るほど、輸送コストを一つとって
みても、日本原産にこだわれない
可能性が強まろう。
　次に、日本の供給力についても
考えてみたい。最近、長い歳月を
要したインドネシアの首都ジャカ
ルタの地下鉄が開通した。エジプ
トでも地下鉄工事が進行中だ。ミ
ャンマーではヤンゴン～マンダレ

ー間の鉄道工事が始
まっている。インド
では総事業費１兆円
超えの新幹線事業が
進行中だ。さらに、
フィリピンでもマニ
ラ首都圏にリンクす
る南北通勤鉄道（約
38キロ）計画が始
まる。この計画では
総事業費約2,880億
円のうち、約2,420
億円が円借款供与と
なる。今や日本のイ
ンフラ受注はまさに
鉄道案件づくしであ
る。
　しかし、そこには
大きな問題がある。
日本の鉄道車両供給
能力の限界が懸念さ
れているからだ。海
外での鉄道車両の受注は現在、円
借款だけを見ても500両ほどが見
込まれている。加えて、民間事業
では約1,000両になる可能性が高
いと言う。一方、日本の鉄道車両
の供給能力は年間約2,000両で、
うち100～200両ぐらいしか海外
輸出に振り向けられないと言う。
これでは海外の受注に対応するの
は難しい。
　JICAによると、STEP適用の案
件が鉄道分野に集中したために、
車両供給能力が追いつかなくなっ
ていると言うが、鉄道建設を請負
う企業の数も減っていると言う。
ミャンマーのヤンゴン～マンダレ
ー間の鉄道建設の入札では一社入
札となり、無競争で落札した。こ

うした中、商社は韓国企業などと
組んでSTEPの30％の国産枠をこ
なしていると言う。このように、
今では30％の枠をいつでもメイ
ド・イン・ジャパンでカバーする
ことが難しくなっている。
　建設界は東日本大震災の復興事
業や東京オリンピック・パラリン
ピック需要で継続的な受注が続い
ており、海外需要にまで応じられ
ない状況である。しかも、その状
況は2025年以降まで続く可能性
がある。こうした状況下でSTEP
は機能不全に陥る恐れが見込まれ
る。多くの関係者からは「制度は
もう限界にきている」「廃止する
か、大改革するかだ」という声が
聞こえてくる。
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「改革か廃止か」
狂い始めたヒモ付き円借款

中国との国境に近いミャンマー・シャン州のラオカイ市から車で３時間ほどした
所にあるマンロウ郷のパラウン族（2005年７月撮影）
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認知度が大幅向上

　採択から約４年。持続可能な開
発目標（SDGs）を推進する動き
は、企業や自治体を中心にますま
す勢いを増している。こうした動
きは、本誌でも2018年７月号特
集「発信！SDGsビジネス～
2030年までの成長戦略」などで
も度々、取り上げてきた。
　周知のとおり、SDGsは2030
年を目標年とし、17の目標と169
のターゲットが掲げられている。
ミレニアム開発目標（MDGs）
の後継として、2015年９月に採
択された。開発途上国が抱える課
題解決に焦点が当てられていた
MDGsとは異なり、SDGsはすべ
ての国連加盟国が主体となって取
り組むべき目標と位置付けられて
いる。日本ではESG投資への関
心の高まりなども相まって、
SDGsという言葉はこれまでにな
い多様なアクターに浸透している。
　だが、（株）電通が今年４月に
発表した第２回「SDGsに関する
生活者調査」によると、SDGsの
認知度は全体で16.0%。昨年２月
に実施された前回の調査から1.2
ポイントとやや向上した。この数
字だけを見れば、まだまだ社会全
体に浸透しているとは言い難いの
かもしれない。ただ職業別に見る
と、小学生から大学院生までも含
む学生の認知度は、前回から

11.4ポイントという大幅な伸び
を見せた。ここへきて、SDGsを
推進するアクターとして若者がそ
の存在感を強めてきている。
　実際、平成初期に生まれた「ミ
レニアル世代」を中心とした若者
たちは、現在、さまざまな形で
SDGsに主体的に関わり活躍して
いる（16～23ページ参照）。こ
うした若者たちは、次世代を担う
という意味で、SDGsの達成にお
いて重要な存在である。加えて注
目すべきなのは、若者たちの消費
行動やキャリア形成の変化が企業
や経済活動に大きな影響を与える
可能性がある。
　慶應義塾大学大学院政策・メデ
ィア研究科の髙木超特任助教は、
「来年以降、『SDGs就活』とい
う言葉が市民権を得るだろう」と
語る。就職先を選ぶ上で、持続可
能な社会づくりに貢献しているか
否かは重要な判断基準となってく
るのだ。これに伴い、髙木氏は
「ミレニアル世代を含めた若者は、
就職したい企業が本気で持続可能
な世界に貢献しようとしている企
業か見分ける力を養っていく必要
がある」と指摘する。企業として
も、SDGsは事業戦略だけでなく、
人事にも深く関連するキーワード
となっていくと言えるだろう。
　また就職先だけでなく、製品や
サービスを購入する際も、同じよ
うな視点を持って選択する傾向が

若者の間で強まっているという。

先行する中学校を訪問

　若者のSDGsへの関心は、今後
もさらに高まるとみられている。
その根拠の一つは、小学校や中学
校、高校でSDGsを取り上げると
ころが増えつつあることだ。文部
科学省が以前より、「持続可能な
開発に関する教育」（ESD）を
推進しており、現在はSDGs達成
の担い手を育成する事業をESD
推進と位置づけ、一体的に進めて
もいる。さらに、小学校で2020
年度から全面実施される新学習指
導要領（中学校は21年度から）
の「前文」には、子どもたちが
「持続可能な社会の創り手となる
ことができるようにする」とも明
記されている。そうした流れも受
けて、理念的にも内容的にも重な
る部分の多いSDGsを授業で取り
上げるところが増えているようだ。
　新年度が始まったばかりの４月
下旬、先行してSDGsについての
学びを深める授業を取り入れてい
る２つの中学校を訪れた。

「地球学」の中に取り入れる

　その一つが、東京都立武蔵高等
学校附属中学校だ。同校は、
2008年の開校以来、「総合的な
学習の時間」のうち年間50時間
を「地球学」という授業に充てて
いる。これは、人文・科学分野の

領域を越えた視点で地球を見つめ
直すことで、人間を取り巻く地域
や社会、自然環境などの地球規模
課題に積極的に取り組む力を育て
ることを目指し、その一環として
SDGsも取り上げている。
　地球学は、理科を担当する中村
博先生が中心となって立ち上げた。
中村先生は2006年、同校の開設
に向けて都立武蔵高等学校内に設
置された、都立武蔵野地区中高一
貫６年生学校開設準備室に着任。
カリキュラムの作成など中学校の
開設に向けた準備を進めていく中
で、地球学の立ち上げを提案した。
「着任当時、高等学校の方では、
総合的な学習の時間は主に大学受
験に役立つ内容を学ぶ時間として
位置付けられていた」と、中村先
生は振り返る。「だが本来、その
時間は学生が自ら課題を見つけて
学び、問題を解決する資質や能力
を育てるために使われるべきだ。
なので中学校の開設にあたっては、
そうした力を身に付けるための授
業にしようという、当時のプロジ
ェクトチームの一員であった成蹊

大学の教授の発案で、今の地球学
の骨子が出来上がった」。
　そんな中、別の先生からSDGs
を授業に取り入れてはどうかとい
う提案を受け、中村先生は、概念
的に共通する部分も多い地球学と
SDGsを関連付けることにした。
　同校を訪問すると、視聴覚室で
１年生が地球学の授業を受けてい
た。彼らは今夏、地球学の校外活
動の一環として、福島県・新潟
県・群馬県の県境にある尾瀬で実
施されるサマーキャンプに参加す
る。当日の授業は、その事前学習
という位置付けだった。
　生徒たちは、配布された「尾瀬
事前学習ノート」を片手に、「尾
瀬と東京電力」と題したビデオを
視聴していた。尾瀬の移ろいゆく
四季の情景とともに、東京電力ホ
ールディングス（株）による木道
の設置といった自然保護活動など
が紹介され、それらをノートに書
き記していた。ノートの最後には、
「尾瀬の自然・文化とSDGs」と
書かれ、SDGsの17の目標がアイ
コン付きで並べられている。生徒
たちは、鳥獣保護区への指定やマ

イカー規制といった尾瀬の自然を
守る活動と、それに関連している
と思われるSDGsの目標を選んで
いた。

教員の関心主導で授業を展開

　地球学では、ほかにも基礎講座
として、新聞の投書欄からSDGs
とのつながりを考えたり、人工知
能（AI）技術などへの理解を深
めるためのプログラミング学習を
実施したりなど、多岐にわたる授
業が展開されている。内容は担当
教員のバックグラウンドに応じて
毎年変えているという。中村先生
はその理由を、「教員が自分の担
当教科にこだわらず、個々の興

高まる若者の存在感
教育現場でも広がるSDGs
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夏に訪れる尾瀬についての事前学習（東京都立武蔵高等学校附属中学校１年生）

中村 博先生

東京都立武蔵高等学校１年生によるグループワークの内
容を新聞にまとめて発行

SDGs 主役は私たち～若者たちのアクションプラン





JICA資金ショートの実像～開発業界に広がる余波
特集：民間企業の海外展開支援

ンサルタントと提案企業が効率的
に協働し、それぞれの知見やノウ
ハウを共有し合うことで質の高い
企画書の作成につながると言える。
　また、コンサルタントの主な役
割としては①進出国の開発課題の
調査・分析を基にした企画書の作
成、②JICAとの契約交渉から相
手国政府への説明、③中間報告書
の作成、⑤本邦受入研修の実施、
⑥最終報告書の作成、⑦カウンタ
ーパートへの説明と、サポート内
容は多岐にわたる。
　本制度活用に際しての留意点と
し、「ビジネス」と「途上国の課
題解決」を両立するモデルを考え、
実施支援することがコンサルタン
トの役割だと強調したい。最終報
告書を書いて終わりにならないよ
う、事業後の「ストーリー展開」
を想定しておくことが最初の出発
点と言えよう。

品・技術などの適合
可能性を調査すると
ともに、ODA事業に
活用するための基礎
的な情報収集、事業
計画立案などの実施
を支援する、いわば
補完調査型スキーム
である。海外展開の
策定・準備を考える
なら、まずこのスキ
ームを考えたい。調
査期間中は人的ネッ
トワークを広げたり、
相手国政府関係者ら
を招聘する費用も計
上可能なため、自社
製品を売り込む機会
となる。
　「普及・実証・ビジネス化事業
（旧普及・実証事業）」は、
JICAの現地ネットワークや知見、
経験を活用しながらパイロット事
業を通じてビジネスモデルの可能
性・持続性を検証する。実証活動
を通じて、普及方法を検討する具
体的かつ実践的な内容となってい
る。案件化調査を終え、その成果
をこの普及・実証・ビジネス化事
業につなげ、パイロット事業に取
り組むパターンが多い。
　先日、2018年度第２回目の採
択結果が発表され、累計採択件数
は過去７年間で1,000件を上回っ
た。応募・採択企業は、事業開始
当初から首都圏への偏りがあり、
依然その傾向は見られるものの、
今回の採択で北海道から沖縄まで
全国47都道府県全てから採択企
業が出ており、地方経済活性化と

地方創生などに果たす役割が強く
感じられた。分野別でみると農業、
環境・エネルギーに関する提案が
大半を占めていたが、昨今では分
野の垣根を越え、IT技術を活用
した独創的な提案も増えている。

外部人材の役割と機能

　他方、日本企業の製品・技術・
サービスと途上国が抱える開発課
題との整合性を図るために欠かせ
ないのが外部人材（コンサルタン
ト）の存在である。では、コンサ
ルタントをどのように選ぶのか。
以下に大まかな選定基準を記す。
①ODA事業をはじめとした中小
企業支援における当該国での業務
経験、②専門分野の実績、③カウ
ンターパートとなり得る相手国政
府機関との関係性、④現地拠点や
駐在員などの現地ネットワークの
有無が重要なポイントになる。コ

“成長の果実”を取り込め

　政府が「地方創生」を政策目標
の一つに掲げてから５年。地方の
人口動態に変化はなく、減少の一
途を辿っている。1,700を超える
市町村の中で増加したのは109の
自治体だけ。加えて、今後50年
間で人口は約３割減り、国民の
2.6人に１人は65歳以上の高齢者
になる見通しだ（国立社会保障・
人口問題研究所の推計）。人口減
少と高齢化の行き着く先は、日本
経済の“地盤沈下”である。地方
の人口減少に歯止めはかからず、
供給過剰になった市場の中、企業
は生き残りを懸けた経営を展開し
なければならない。新興国や開発
途上国の“成長の果実”をとり込
むため、海外展開は今や避けて通
れない経営課題になっている。
　海外展開の狙いとしては、これ
まで人件費などのコスト抑制効果
に置かれてきたが、急成長を遂げ
るアジアを中心とした途上国の賃
金は上昇し、すでにこのメリット
は薄れてきている。　
　今後の焦点は、国内市場に加え、
アジア諸国などのニーズに対応し
ていく形で、拡大する需要をとり
込んでいくことだ。その意味で、

自社の製品、技術、サービスの現
地適合性を十分見極め、ニーズに
対応するべく改善、開発の努力が
求められる。その取り組みを支援
するため、政府機関をはじめ、各
地域の金融機関、商工会議所など
はその役割と機能を集結させ
2015年に「新輸出大国コンソー
シアム」を立ち上げ、４年間にわ
たり総合的な支援を行っている。

支援制度を再編・整理

　政府は2012年度に「ODAを活
用した中小企業海外展開支援事
業」を開始。実施にあたるJICA
は2018年８月に、これまでの中
小企業海外展開支援事業とBOP
ビジネスなどの民間連携事業を統
合し、新たに「中小企業・SDGs
ビジネス支援事業」として制度を
整えた。旧制度の中小企業海外展
開支援事業は「中小企業支援型」
に、民間連携事業は「SDGsビジ
ネス支援型」として整理し、大企
業枠として「案件化調査（上限金
額850万円）」と「普及・実証・
ビジネス化事業（上限金額5,000
万円）」が新設された。中小企
業・SDGsビジネス支援事業の概
要は別掲のとおりだが、企業独自
の製品・技術やノウハウを途上国

の開発ニーズとマッチングさせ、
事業展開の促進と開発課題の解決
に貢献するという２つの目的を持
った「委託事業」という点に変更
はない。

３つの中小企業支援制度

　支援制度の骨組みは海外展開に
向けた準備状況に応じて、基礎調
査、案件化調査、普及・実証・ビ
ジネス化事業（旧普及・実証事
業）の制度が用意されている。
「基礎調査」については、すでに
販売計画、資金計画などが立案・
策定されており、あとは市場の補
足調査など、欠けている“ピース”
を埋めれば海外展開できる企業な
どが活用するには効果的なスキー
ムだ。海外展開の「入口」として、
このスキームに応募する民間企業
関係者がいるが、その認識は改め
るべきだろう。案件化調査や普
及・実証・ビジネス化事業に至る
「登竜門」的なスキームではない。
　最近では、本調査を活用し、当
該国での事業化に見通しを立て、
周辺国への横展開を図る中小企業
も増えつつある。
　「案件化調査」はODA事業へ
の展開を念頭に、進出国の開発課
題の分析・解決と、中小企業の製
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進化する民間企業支援
成功の鍵握るコンサルタントとの協働
2012年度にスタートした政府開発援助（ODA）を活用した中小企業海外展開支援事業。この間、
全国の中小企業から3,000件を超える応募が寄せられ、累計採択件数は1,000件に達した。さらに
昨年には新しい支援要請に対応する形で支援制度の整備が進んだ。ここでは進化する民間支援
事業に焦点を当て、その骨組みと活用方法などを整理した。

■JICA中小企業・SDGsビジネス支援事業概要（JICAホームページを参考に弊社作成）

実施概要

基礎調査 案件化調査 普及・実証・ビジネス化事業

実施日程

公募対象

上限金額
（税込）

負担経費

実施期間

途上国の課題解決に貢
献し得るビジネスモデルの
検討に必要な基礎情報
の収集を支援

850万円
（但し、遠隔地域（東アジア、東
南アジア、南アジア以外の地
域）については国際航空運賃に
関する経費を上限300万円まで
別見積もりとし、それ以外の経
費は上限680万円として提案）

中小企業、中小企業団
体の一部組合
（※中堅企業は対象外）

・人件費
・旅費
・現地活動費
・管理費

中小企業、中堅企
業、中小企業団体
の一部組合

一件あたり
3,000万円

（機材の輸送が必要な
場合は5,000万円）

一件あたり
850万円

一件あたり
１億円

（大規模/高度な製品
等を実証する場合は

1.5億円）

一件あたり
5,000万円

「中小企業支援型」
の対象者に該当し
ない本邦登記法人

中小企業、中堅企
業、中小企業団体
の一部組合

「中小企業支援型」
の対象者に該当し
ない本邦登記法人

・人件費
・旅費、機材輸送費
・現地活動費
・本邦受入活動費
・管理費

・旅費
・現地活動費
・管理費

・人件費　　　　　　　　・旅費
・機材製造、購入、輸送費　・現地活動費
・本邦受入活動費　　　　・管理費

途上国の課題解決に貢献し得る技術・製
品・ノウハウ等を活用したビジネスアイデアや
ODA事業での活用可能性の検討、ビジネス
モデルの策定を支援

途上国の課題解決に貢献し得るビジネス
の事業化に向けて、技術・製品・ノウハウ等
の実証活動を含むビジネスモデルの検証、
提案製品等への理解の促進、ODA事業で
の活用可能性の検討等を通じた事業計画
案の策定を支援

春・秋公示（年に二回）

数か月～１年程度 １～３年程度

中小企業支援型のみ 中小企業支援型 SDGs
ビジネス支援型 中小企業支援型 SDGs

ビジネス支援型





分野別特集　水産

術の活用も期待が高く、例えば日
本の宇宙技術を水産協力へどのよ
うに活用できるか検討を行ってい
るところである。

共に考え、日本にも変化を

　大事なのは、日本の経験を共有
しながら一緒に考えていくことだ。
日本も昨年、漁業法を改正して水
産改革に踏み出し、特に科学的デ
ータに基づく漁獲可能量の設定に
よる資源管理を強化した。もとも
と、魚種別に制限を設ける発想は、
日本を含む低経度の地域では、魚
の種類が多いことから現実的でな
いとされてきた。その代わり、日
本では漁民が共同体を作って限ら
れた利益を分かち合うという、固
有の資源管理の仕組みが発展して
きた背景がある。
　こうした互いの知見を共有しな
がら、共に解決策を見出す姿勢が
不可欠だ。水産に関わる課題の多
様化・ボーダレス化が進む今日、
我々の協力は、もはや教えるだけ
の垂直的な関係ではなくなってお
り、共に学び、共に考えることが
大変重要になっている。

ア・バーブーダといったカリブ地
域などでの協力においては、沿岸
漁業管理への漁民の参画を促し、
行政と漁民の共同管理を推進して
いる。
　また、資源管理も含めて行政の
キャパシティ強化が必要である。
大洋州やカリブなどの小国ではキ
ャパシティビルディング（日本と
の関係づくり含む）として留学生
の拡充も大切だ。
　加えて、特に小国支援では、カ
リブで実践してきたように域内の
ネットワークづくりが非常に有
効・効果的なため、域内協力の観
点に注視しつつ進めている。

行政主導型普及事業の　　
反省を踏まえる

　水産協力の対象は海だけではな
い。途上国では養殖生産の中でも
淡水魚養殖のポテンシャルが高い
ことから、JICAは小規模内水面
養殖の普及を実施している。行政
主導で普及を図る代わりに、村の
養殖農家に種苗生産の技術を伝え
て中核農家として育成し、そこか
ら種苗の売り買いとともに養殖技
術を伝えることを通じて“farmer 
to farmer”で養殖技術を普及して
いくアプローチが協力の特徴だ。
　この普及システムは、従来の途
上国における普及事業があまり機
能していなかった点を踏まえ、
JICAが15年余り前にカンボジア
で始めた。養殖普及の目的が農家
の生計向上と栄養改善であり、量
産の必要がなかったこと、また、
行政官が農村に出向いて指導する
ことが資金面や継続性の点で現実

的でなかったこ
となどから、
“農民間普及”
の手法を採用し、
効果を挙げた。
途上国の一般農
家に照準を合わ
せた、簡便で低
投入の養殖技術
をパッケージ化
したのに加え、
普及システムに
関するノウハウの蓄積を生かして
成功につなげた例といえる。カン
ボジアとミャンマーでの実績を背
景に、現在、西アフリカのベナン
で、同様のプロジェクトを展開中
だ。

知見・ノウハウの　　　　　
橋渡し役目指す

　今後は、支援の担い手である民
間との連携を強化していきたいと
考えている。中小企業とは連携実
績を積み上げており、これまでも
災害に強い浮沈式生簀や廃棄物の
低減と生態系保全に有効な廃棄貝
殻による人工漁礁などのノウハウ
を生かした協力を実施してきた。
他方、大手企業との連携は今後の
課題だ。
　大学とは、「地球規模課題対応
国際科学技術協力プログラム
（SATREPS）」を中心に連携が
進んでいる。育種技術の開発や生
態の解明といった研究協力の重要
性は高く、日本と途上国の間でそ
うした知見を橋渡しすることが
JICAの役割だと考えている。
　また、ICT・衛星などの最新技

取り組みと位置付けられる。また、
食糧安全保障や栄養改善を掲げる
目標２や、格差是正を掲げる目標
10など、その他目標との関連も
深い。

島国日本の経験を生かす

　水産資源管理のプロジェクトで
は、日本の経験が生かされている。
その代表例が、日本独自の自然環
境の保全の在り方である「里海」
の考え方だ。日本では古くから自
然との共生の概念の下、資源を使
いながら人の手で適度に自然を管
理することにより、人間社会と環
境を持続的に循環させてきた。こ
の考え方は、2010年の生物多様
性条約第10回締約国会議で紹介
され、注目を集めた。JICAでは
バヌアツなどで、里海の考え方を
取り入れた協力を実施している。
一方、沿岸漁業管理のプロジェク
トでは、漁業者による前浜（沿
岸）の漁場管理や日本の漁業協同
組合の経験を応用している。多く
の開発途上国では行政が脆弱であ
り、行政単独で十分に沿岸の漁業
管理を担うことが難しい。そこで、
セントビンセントやアンティグ

開している。協力の内容は、生態
系保全から違法漁業対策、漁港・
水揚げ施設やコールドチェーンな
どのインフラ整備、食品の安全性
向上、養殖技術の普及まで幅広い。
われわれの協力は、持続可能な開
発目標（SDGs）の目標14「海の
豊かさを守ろう」の達成に資する

SDG14の達成に向けて

　JICAは、「水産資源の持続的
利用と経済的便宜増大を目指す」
というスローガンを掲げ、「水産
資源の管理」「水産資源の有効利
用」「水産養殖の持続性の向上」
の３つの柱に基づく取り組みを展

持続的な資源利用の
仕組みを共に作る
国際協力機構（JICA）は水産分野において、「漁業」「養殖」「加工・流通」
「調査研究」などに関わる多様な協力を展開している。それらは、人々の栄養
改善から雇用創出、国家の外貨獲得まで幅広い重要性を持つ。多様化する
課題の解決に向けて、より統合的な視点が求められるようになっている今日、
JICAの支援は日本と開発途上国、世界が共に学び合う協力へと深化してい
る。JICA農村開発部の三村一郎課長が語る。 国際協力機構（JICA）農村開発部　三村 一郎課長

水産資源を生かす日本の技術水産資源を生かす日本の技術

農家養殖池での生育状況の確認

【J I CA水産協力の概要】

SDG 14 
「海洋・海洋資源の保全と持続可能な利用」

①　栄養（安価な動物タンパク、豊富な栄養素）
②　経済発展（貧困、格差是正、外貨獲得）
③　水産業に依存する小国等への支援（外交的視点）

JICAの取り組み
「水産資源の管理」「水産資源の有効利用」「水産養殖の持続性の向上」を推進し、水産資源の持続的
利用と経済的便益増大を目指す。

水産資源の管理
生態系保全／沿岸漁業管理／
水産資源評価／IUU漁業対策

アフリカ、カリブ、大洋州、
東南アジア（IUU漁業対策）

＜優先地域＞

水産資源の有効利用
漁港、水揚げ施設、コールドチェ
ーン整備／水産食品の安全性
保障と付加価値向上

アフリカ、東南アジア
＜優先地域＞

水産養殖の持続性の向上

小規模内水面養殖普及／
持続的養殖技術の研究開発

水産の重要性

アフリカ、東南アジア
＜優先地域＞

いけす


